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参考 敷地内の断層の評価に関する経緯 

 

 

１．原子炉設置許可申請（平成８年～10 年） 

平成８年８月，当社は通商産業大臣に対し，東通原子力発電所１号機

の原子炉設置許可を申請し，安全審査において，『敷地の新第三系中に

は，Ｆ－１断層～Ｆ－10 断層等が認められる。トレンチ調査結果によれ

ば，Ｆ－１断層，Ｆ－２断層，Ｆ－６断層，Ｆ－７断層等については，

断層を覆う中位段丘堆積物等の基底面に変位は認められない。また，Ｆ

－３断層，Ｆ－４断層，Ｆ－５断層，Ｆ－８断層，Ｆ－９断層，Ｆ－10

断層等については，第四系に変状（第四系基底面の小規模な段差，破砕

部粘土の第四系への注入，第四系中の小断裂及び撓み）が認められるも

のの，これらの変状は局所的であり，系統的に連続しないこと等から，

断層活動に起因するものではないと考えられる。また，敷地の第四系基

底面には各断層が存在する位置に連続性を有する段差は認められず，中

位段丘面にもリニアメントは認められない。以上のことから，原子炉施

設設置位置を含めて敷地に認められる断層は，少なくとも中位段丘面形

成期以降の活動性はないとしていることは，妥当なものと判断する』と

の国の評価を受け，平成 10 年８月，原子炉設置許可を受けている。 

 

 

２．東京電力東通原子力発電所の原子炉設置許可申請 

（平成 18 年～22 年） 

東京電力東通原子力発電所１号機は，当社東通原子力発電所に隣接し

て設置され，地質状況もほぼ同等であり，当社敷地から東京電力敷地に

連続する断層も確認されていることから，当社の安全審査結果を踏まえ

た設置許可申請が行われた。 

平成 18 年９月，東京電力は経済産業大臣に対し，東通原子力発電所

１号機の原子炉設置許可を申請し，安全審査において，『敷地内の断層

には少なくとも第四紀後期更新世以降の活動はなく，変状※１についての

成因の考察※２は妥当なものと判断する』との国の評価を受け，平成 22
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年 12 月，原子炉設置許可を受けている。 

 

※１ 東京電力は，『敷地に分布する断層の一部に，それを被覆する第四系に，基

底面の小規模な段差，破砕部粘土の注入，葉理等のずれを伴う小断裂及び撓

み（以下，「変状」という。）が認められる』としている。 

※２ 『変状については，地下浅部における局所的な現象であり，耐震設計上考慮

すべき活断層によるものではない』，『敷地の断層に認められる変状の成因

については，岩盤劣化部の膨張・収縮の可能性が高いと考えられる』として

いる。 

 

 

３．耐震バックチェック（平成 18 年～24 年） 

 

(1) 平成 23 年東北地方太平洋沖地震以前 

平成 18 年９月の耐震設計審査指針の改訂に伴い，保安院から耐震バ

ックチェックを行うよう指示がなされ，平成 20 年３月に中間報告を行っ

た。この中で，当社は，新指針に照らした各種地質調査結果を踏まえて

も，敷地内の断層に関する評価が変わるものではないとした。また，保

安院の「耐震・構造設計小委員会地震・津波，地質・地盤合同ワーキン

ググループＢサブグループ」（以下，「ワーキンググループ」という。）

の審議においても，第四系に小断裂等の変状を及ぼす断層，変動地形等

に関する説明性向上のための調査実施等の指摘はなされたものの，敷地

内の断層の活動性に関する評価を変えるような指摘はなかった。 

 

(2) 平成 23 年東北地方太平洋沖地震以降 

平成 23 年東北地方太平洋沖地震（以下，「3.11 地震」という。）に

より，広域にわたって応力場に影響を与え，正断層型の地震も発生して

いることなどの地震に関する知見が得られた。これらの 3.11 地震の知見

とそれまでの耐震バックチェックの審議等を踏まえ，平成23年11月に，

保安院から，『敷地内の第四紀の地層に小断裂等の変状を及ぼす断層に

ついて，調査及び解析を行った上での断層の活動性に関する評価を行い

報告すること』との指示がなされ，当社は「敷地内断層の活動性等に関

する評価」結果を平成 24 年３月に保安院に報告した。 
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さらに，3.11 地震前のワーキンググループを改組した保安院の地震・

津波に関する意見聴取会における審議の状況を踏まえ，当社は，敷地内

断層の活動性等に関する評価結果について更なる説明性の向上を図るた

め，平成 24 年７月より「東通原子力発電所敷地内断層の活動性等の評価

に係る追加地質調査」（以下，「H24 地質調査」という。）として，Ｆ

－３断層近傍の斜面地形のデータ拡充，小断層（ｓ－19 等）の地下深部

への連続性確認等に関する追加地質調査を実施した。なお，この H24 地

質調査実施中の平成 24 年８月に，保安院より原子力事業者に対して『敷

地内破砕帯等に関するデータ拡充及び知見の収集を継続すること』との

指示がなされている。 

 

 

４．原子力規制委員会有識者会合（平成 24 年～） 

平成 24 年９月，原子力規制委員会が発足した。同委員会は，保安院

当時の敷地内破砕帯の評価状況を踏まえ，平成 24 年 10 月 17 日に東通原

子力発電所の敷地内破砕帯に関する有識者会合を開催する方針を示し，

同年 11 月 20 日にその実施を決めた。 

有識者会合においては，事前会合（平成 24 年 11 月 22 日），現地調

査(平成 24年 12月 13日～14日)及び６回の評価会合(平成 24年 12月 20

日，12 月 26 日，平成 25 年２月 18 日，４月 18 日，５月９日，５月 17

日)が実施され，『主要な断層の多くが後期更新世以降に活動した可能性

が否定できないことから，耐震設計上考慮する活断層である』とする評

価書案が示された。 

当社は，有識者会合における審議を踏まえ，平成 25 年２月，４月，

７月に H24 地質調査の計画変更を行い，敷地内断層の活動性や構造をよ

り詳細に確認するため，Ｆ－３断層の水平掘削面調査，ボーリング調査，

トレンチ調査，ｆ－１断層の調査等を追加実施することとした。以降，

３回の現地調査（平成 25 年９月３日～４日，10 月４日～５日，12 月 12

日）を経ながら地質調査を行ってきた。 
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